
■基本目標：１　地域の資源を活用した魅力ある雇用を創出する 　（　）内の金額は総合戦略事業に係る事業費 国の地方創生推進交付金事業を活用した事業については、

(1)しごと環境の創出　 は「未実施」、「廃止（終了）」した事業 （※地方創生推進交付金事業）と記載

【具体的施策：①新たな雇用やしごと形態の創出】

決算額
（千円）

実施内容
予算額
（千円）

実施内容

1 在宅就労事業
在宅就労を推進するためのサポート体制の整備や
スキルアップ講座を開催するなど、クラウドソーシン
グなどによる在宅就労の効果的な運用を図る。

小規模ビジネス育成
事業

3,000
（1,950）

ロールモデルとなる企業家を招いた講演会、就業者増
加のための説明会及びスキルアップ研修等を実施
（※地方創生推進交付金事業）

市の補助事業は終了、本施策に取り組む団体をサ
ポート

2 就労者居住奨励事業

定住を目的として市内へ転入する子育て就労者及
び当該就労者を正規従業員として雇用する市内事
業所や新規立地企業などに対し奨励金を交付し、子
育て世帯を応援するとともに、就業環境の整備や福
利厚生の充実による安定的な雇用を支援すること
で、定住促進による人口増加と地域の活性化を図
る。

就労者奨励事業

3 企業立地促進事業

雇用創出や地域企業への生産誘発効果、立地企業
の市外流出の防止、市内経済の活性化などを図る
ため、首都圏・中京圏などへの企業訪問や一部の団
地への企業立地に対する助成金の交付などを通じ、
企業誘致を積極的に推進する。

企業立地促進事業 675
ぐんま企業立地ｾﾐﾅｰへの参加､
用地取得に対する企業立地促進助成金の交付
企業訪問等の誘致活動

49,285
誘致活動､ぐんま企業立地ｾﾐﾅｰ､企業立地促進助成金
交付

武井西道路整備事
業

8,188
・公共緑地の植栽工事
・群馬県が実施する整備事業に負担金を支出

新里支所武井西周
辺道路整備事業

8,500 周辺道路の測量設計委託 24,321 測量設計委託､用地買収､物件補償

【具体的施策：②創業促進・支援】

決算額
（千円）

実施内容
予算額
（千円）

実施内容

5 【重点】
空き店舗活用型　新店
舗開設・創業促進事業

中心市街地の空き店舗対策補助事業を拡充し、補
助対象となる地域を拡大することにより、空き店舗を
改修し「新店舗」を開設しようとする事業者などに対
する支援充実を図る。また、店舗開設のみならず、
「事業所」の開設にも補助対象を拡大することによ
り、桐生市インキュベーションオフィス卒業企業など
にインセンティブを与える仕組みづくりを行い、創業
支援を受けた事業者などの市内定着を促進する。

空き店舗活用型新
店舗開設・創業促進
事業

7,144
中心市街地等の空き店舗を活用し、新店舗開設等を
行う者に改修費用の一部を補助

7,500
中心市街地等の空き店舗を活用し、新店舗開設等を
行う者に改修費用の一部を補助

創業者創出事業 18,011

「創業チャレンジ支援事業補助金」により、市内新規創
業を促進
「インキュベーションオフィス」の運営
桐生市創業支援計画に基づき、関係機関と連携した創
業支援を実施（※地方創生推進交付金事業）

20,422
「インキュベーションオフィス」の運営、創業者創出のた
めの効果的な支援を実施

小規模ビジネス育成
事業【再掲】

3,000
（1,050）

「コワーキング・コミュニティスペース」の運営
潜在的な層を創業者に引き上げる効果的な支援を実
施（※地方創生推進交付金事業）

「コワーキング・コミュニティスペース」の運営
市の補助事業は終了、本施策に取り組む団体をサ
ポート

4
桐生武井西工業団地整
備事業

群馬県企業局と共同で「桐生武井西工業団地」を整
備するほか、周辺道路の再整備を行い、安全交通や
防災面などにおける交通機能の向上を図る。

令和元年度　桐生市まち・ひと・しごと創生総合戦略　実施計画（抜粋）

施策の方向性

No 施策・事業名 概　要 予算上の事業名

平成30年度

金額は当初予算ベースの金額（千円未満切上げ） 金額は当初予算ベース・6月肉付補正予算の金額（千円未満切上げ）

「職員のマンパワー」によ
る事業である場合、事業
名に「０予算事業」と表記

6 【重点】 創業促進・支援事業

桐生市創業支援事業計画に基づく創業支援を行う
ほか、東武本町ビル2・3階の桐生市インキュベーショ
ンオフィスの運営を通じ、創業間もない経営者などに
対して、きめ細かい支援を行うとともに、創業希望者
への相談対応や創業促進イベントの開催などによ
り、創業機運の醸成を図る。さらに、東武本町ビル1
階のコワーキングスペースが、創業に関心を持つ人
をひき寄せる場となるように充実を図る。また、経営
や起業の際の諸課題に対し、各種専門家などによる
指導や講習を実施するなど、創業サポート体制の強
化を図る。

No 施策・事業名 概　要 予算上の事業名

平成30年度 令和元年度

令和元年度

参考２

1


